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第 6 章 内部質保証等実態調査委員会活動について 

1．ヒアリング調査 1 新潟国際自動車大学校 

(資格試験高合格率達成のための取り組み) 

2．ヒアリング調査 2 日産京都自動車大学校 

(複数校共通カリキュラム運営の取り組み)  

3．ヒアリング調査 3 東京工科自動車大学校 

(授業評価と履修管理の取り組み) 
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第 6 章 内部質保証等実態調査委員会活動について 

 

検討委員会により JAMCA 会員校の中で選抜された三校についてヒアリング調査を行った。 

この実態調査は、訪問校ごとに内部質保証等実態調査検討委員会委員より調査委員3名、

内部質保証等検討委員会委員より 3名を派遣することを基本とし、訪問により説明を受

けるかたちをとった。 

また、ヒアリングは内部質保証等実態調査検討委員会で決められた項目を基に進められた。 

以下、訪問校ごとに➀実施要領②ヒアリング内容のまとめ③説明資料④質疑応答内容を

まとめる。 

1．ヒアリング調査 1 新潟国際自動車大学校(資格試験高合格率達成のための取り組み)  

➀ 実施要領 

1）日時 平成 29 年 10 月 16 日（月） 午後 1時 00 分～午後 3時 30 分 

2）場所 新潟県新潟市中央区 学校法人国際総合学園専門学校新潟国際自動車大学校 

3）メンバー： 第三者評価・内部質保証等検討委員会委員 

専門学校東京工科自動車大学校校長 佐藤康夫  

専門学校日産横浜自動車大学校学長 今西朗夫  

専門学校日産京都自動車大学校学校長 川上宏美  

内部質保証等実態調査委員会委員 

専門学校東京工科自動車大学校校長 佐藤康夫  

専門学校読売自動車大学校校長 榎本俊弥  

専門学校東京自動車大学校副校長 高橋博  

第三者評価・内部質保証等研修委員会委員 

横浜テクノオート専門学校教頭 久留島勲  

実態調査受審校 

専門学校新潟国際自動車大学校校長 大橋健次  

専門学校新潟国際自動車大学校 教務部 部長 小泉恵之 

専門学校新潟国際自動車大学校 教務部 主任 吉田豊 

専門学校新潟国際自動車大学校 教務部 樋口剛 

専門学校新潟国際自動車大学校 留学生教務部 科長 大瀧哲也 

専門学校新潟国際自動車大学校 自動車整備科 科長 田村貴志 

4）内部質保証の取り組みについての説明 

国家試験（1級）高合格率達成のための取り組みについて、専門学校新潟

国際自動車大学校大橋校長、小泉教務部部長、吉田教務部主任、樋口先生、

大瀧留学生教務部科長、田村自動車整備科科長による説明が行われた（説明

資料参照）。 
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② ヒアリング内容のまとめ 

1）目的又は方針(学内でコンセンサスを取っているもの)について  

学校の教育方針をさらに具現化した、資格合格に向けた授業の運営方針が

存在している。 

・目的～1級小型自動車整備士技能試験 100％合格 

・方針～集合学習を基本とするが個々の習熟度に合わせ個別の対応を確実に

実施する 

これらは、校長指示のもと教職員に展開・共有され、学校の姿勢として学

生にも伝えられ、学生自身の数値的な目標にもなっている。 

2）内部質保証システムに関わる規定(内規)について  

1 級自動車整備士合格に向けての授業カリキュラム作成や授業の進め方に

関する規定が下記のように決められている。 

（1）電気の基礎知識習得を徹底 

電気・電子制御回路知識が重要な 1級の学習のためベンチ・エンジン

作成がカリキュラム化されている。 

（2）習熟度の把握と個人のフォローを実施 

修了テスト以外に、セクションごとに小テストを実施し、70%未満の

学生に対する理解度確認に関しては個別指導を徹底している。実習につ

いては個別に 100%の修得まで実施している。 

（3）モチベーション維持の教科を実施 

知識・技術の確実な修得に必要となる前向きな考え方や、やり遂げる

力を育成するためにモチベーションをアップする教材(実践行動学)を

導入し、科目として実施している。 

その他、期末試験合格基準 60 点以上、出席率 100%の科目合格基準が展開・

共有されている。 

3）実施体制及び責任体制のしくみについて  

学校としての運営組織の他に、1級自動車整備科として管理職及び教員に

至るまでの国家試験対策における運営業務の分掌が決められ、担当内容・責

任体制が明確となっている。 

また、それらは教員の国家資格取得レベルや教務経験年数が十分に考慮さ

れたものになっている。 

実施体制としては、卒業や国家試験受験の最終段階に向けた 3年次からの

科目履修を経て、仕上げとなる 4年次の 12 月以降に三つのステップで対策が

実施され、模擬試験の内容も下記の様に段階的に区別して進められている。 

（1）各セクションの模擬試験 中心 

（2）通し問題（過去問題＋JAMCA 模試過去問題）の模擬試験 中心 

（3）通し問題（改造問題:過去の国家試験出題問題を改造したオリジナル問
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題）を中心とした模擬試験 

1 級自動車整備士の国家試験合格ラインが 80%以上の正解率となっている

ため、それまでの学内試験の合格基準ではなく、正解率 80%を目標として対

策授業を進めている。 

国家試験は四者択一問題形式であるが、過去問題の暗記による成績向上の

デメリットを見極めるため、〇×問題や穴埋め問題などの実際の国家試験と

は異なる問題も多用し、工夫している。 

4）成果(学習成果等)の把握の仕方について  

複数回の模擬試験実施により、個別(学生)課題、全体(運営)課題を把握し、

対応している。 

・誰がどの問題を間違ったか、どの問題を何人間違えたか、集計した後に優

先順位をつけて解説。 

・平均点数が低い時は、該当部分の授業をやり直す。 

・各問題において、正解率 80％未満の学生については、フォローアップ後に

再試験を実施。 

1 級整備士試験問題は、高難度な整備に対する診断や判断を問う問題が中

心となるため、出題される問題の文章読解力も求められることになり、正解

が得られない要因は単に知識理解不足だけではない傾向がある。それらを考

慮し、80%未満の正解率の学生の未達要因を下記の様に分析し、それぞれに応

じた学習成果達成までのプロセスを用意している。 

・内容を理解していないために間違った場合 

・よく読んでいなかった(読解できなかった)ために間違った場合 

5）定期的な見直しの仕方について  

4年次 12月からの対策期間に実施された模擬試験結果から学生の弱点を分

析し、さらに直近で出題されている国家試験問題の傾向を分析することで、

より国家試験に近い効果的で実践的な模擬試験の作成に努めている。 

このように、教育結果を基にした新たな課題や試験問題の作成を定期的に

実施し、最終段階での教育効果を上げている。 

6）自動車産業界や行政等のステークホルダーに関わる成果について  

1 級自動車整備士試験は実務経験を経てからの受験も可能であるが、その

合格率の全国平均は 30%に届いていない。平成 14 年からスタートした 1級自

動車整備士の合格者の多くが専門学校の 1級自動車整備士課程の卒業者で占

められており、その合格率を 80%台に乗せてきている。 

新潟国際自動車大学校は、その専門学校の中でも 100%に近い合格実績を持

ち、自動車の高度化が急速に進む自動車整備業界の期待に大きく応える実績

を上げている。 
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自動車産業界や行政等のステークホルダーに関わる成果は数値的にも高い

と言える。 

7）その他  

ステークホルダーに認められている学校であり、学校の教育の質の保証に

関わる取り組みとその成果を実績として上げていることについて、企業側の

具体的な評価や意見についての公表は、まだ控えめであるとのことであった。 

自己点検の評価内容や学校関係者評価委員会への報告等、企業の評価を得

られる機会はあり、専門学校が使命感を持って努力していることを社会に示

すために、実施している取り組みの結果と社会の評価をさらにアピールし、

質の保証につなげられる可能性は高い。 

③ 説明資料 
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 ④ 質疑応答内容 

・個別指導（補習）を行うのは、いつか 

→ 放課後などの授業外の時間に実施する。 

・1級課程は、希望者なのか、選抜するのか 

→ 選抜はしていない。2年から 3年になるときに進路相談をするが、大体は

進級する。 

1 級整備課程と自動車整備課程が並列で、入り口から分けている。2級課

程の生徒には、就職活動が始まるときに、1級課程に編入できることを案

内し、希望者は 1級課程に進級する。 

・1級の生徒が、ガソリン自動車整備士、又はジーゼル自動車整備士のいずれかの

試験に不合格だった場合は、車体整備科に進むのか 

→ 原則は留年であるが、今までに該当者はいない。該当者がいた場合は、車

体整備科 3年課程に編入することも想定している。 
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・4年制の 2年で辞める生徒は、他の学科で卒業させることはないのか 

→ 1 年から 2年へ進む段階で、進路相談を実施して決定している。年度途中

の転科は認めていない。 

・4年制から 2年制へ転科するのは、どのような生徒か 

→ 稀ではあるが、留学希望や、疾患、学費の面での転科である。 

・電気の基礎知識習得において、スキャンツールはどの程度使用して、どの程度教

えるのか 

→「故障診断の基礎」から外部診断器の活用として習得してゆく。最初は自

己診断のかけ方、データモニタの見方を学習し、応用時にも、続けて使用

する。ただし、メーカー専用のオートマや ABS などには診断器を使えない

ため、車載故障診断装置を使用している。故障診断と名のつくものは、ス

キャンツールを使用している。 

 

・故障診断には、どのくらいの時間をかけているのか 

→ 3 年次は 7月末から実施し、4年次はほとんどの実習中に行う。 

・卒業検定はするのか 

→ しない。 

・1級課程で留学生はいるのか 

→ 今まで在籍したことはない。今後は、日本語能力が高ければ受け入れる。 

・モチベーションアップの教科は、3年次以降は 1回しかないのか 

→ 2 年課程であれば圧縮して、4年課程であれば伸ばして、期間を合わせて

実施している事により 3年次以降は 1回となっています。 

3 つのパート（パート 1：動機付け、パート 2：障害への対処、パート 3：

目標や困難な事柄に対して、どのように立ち向かうか）があり、必要な時

期にそれぞれを実施している。 

・モチベーションアップ教科の効果としての手応えはあるか 

→ 教える先生はインストラクターの有資格者であるが、指導経歴の長い先生

の指導を受けた生徒の方が効果としての手応えがある。 

・モチベーションアップ教科いつ頃から実施しているのか 

→ 15 年ほど前から実施している。 

過度に実施して逆効果になった事もあったため、現在の教育時間を適正と

して実施しており、生徒達も受け入れ易くなっているようである。 

この科目のシラバス内容は、時代にあった表現や例えなど良いものを取り

入れ、更新され実施している。 
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・先生は実践行動学のインストラクターの資格を取得しているのか 

→ 全員取得している。 

・セクションごとの小テストでの正解率の目標と個別指導においての正解率の関係

性はどのようになっているのか。全体像はあるのか 

→ 学校全体の定期考査の合格正解率は 60％です。それを授業でどのように実

施するかを検討した際に、小テストは 70％で合格として、対象生徒に周知

しており、国家試験の 80％の体制へ導いている。（1級課程のみ） 

・70％未満の生徒が 100％習得するまで補習が終わらないのはなぜか 

→ 問題を変えられて出題されると同じ点数を取るのは難しいので、同問題で

は 100％正解まで習得するという考え方によります。 

・補習は、1年から 4年まで行うのか 

→ 欠席による補習は全学年同一です。1級整備士の国家試験対策として 3年

次から取り組んでいます。 

・セクションごとの小テストのスパンはどれ位になるか 

→ 1 日で終わる授業であれば、その日の内に完結するようにテストを実施す

る。長い期間の授業になるものは、その都度、区切りのいいところで小テ

ストを実施する。 

・小テストは、どれ位の頻度で行うのか 

→ 前期は、ひとつの教科が終了したときに実施する。学科終了後の実習に入

る前に行うため、学科期間中の 2週間に 1回の頻度。 

・何人の先生がどのように分担しているのか 

→ 1 級 4 年課程の 3、4 年次で学年 1 クラスを、3 人の先生が担当している。 

・学生のスキルアップについて 

→ 学生同士で、理解できない学生のフォローをしている。理解している学生

が、理解できていない生徒に教えることによって、お互いのスキルアップ

につながっている。 

・指導側の学生を作るために、どのようなことをしているのか 

→ 積極的な学生を先生役として数名指名して育てる。その学生には、先生ミー

ティングの一部にも同席させている。授業が進み理解度が向上した学生を、

数名からどんどん増やしてゆく。 

優秀な学生を指導する先生の援護につけ、積極的に頼めるような環境作り

をする。また、指導側になる学生は自ら多く学習する環境になる事が自分に

とっても有利であることを説明し納得を得ている。 
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・試験問題を理解していないから間違った場合とよく読んでいないから間違った場

合は、どのように区別しているのか 

→ 問題の答え合わせするときに集計を採るので、誰が何の問題を間違えたか、

すぐわかるようになっている。 

問題をよく読むように指導するが、個別ヒアリングにて区別している。 

 

・問題によって間違えるケースが違うと思われるが、1人に対してバラバラの対応

をするのか 

→ それぞれの問題で全員同時解説をして理解すれば終わるが、足りない場合

は個別対応する。 

・1級課程に入学する人は、どれくらいの割合か 

→ 2 年制 2級、3年制車体、4年制 1級の全新入生合計の 2割程度。 

・最新問題と学生の弱点を分析して問題を作成するのはいつか 

→ 3 月本試験の 3ヶ月前から模擬テスト結果より学生の弱点を分析し、補完

する独自の問題を作成実施しています。 

・学生の弱点は、模擬試験の結果から把握するのか 

→ その通りです。問題別に誰が、何人、誤答したかを集計結果し、傾向を判

断し、問題を作成する。 

・個別の集計を取っているのか 

→ 問題ごとの集計は取っているが、積み上げた集計はしていない。 

・模擬試験は、2月～3月までに何回実施するのか 

→ ステップ 2では 20 回、ステップ 3ではそれ以上実施する。 

ステップ 1では、過去問題の理解を目標としている。ステップ 1で理解し

ていれば、ステップ 2の正解率も上がる。 

・ステークホルダーに認められている学校であることを示すために、学校関係者評

価の企業評価はどうなのか。企業に示すことができているか 

→ それらを公表して企業にアピールできていない部分が多いのではないか

と思われるので、今後の課題である。学生を見ると挫折する生徒はいない

ので、その面でのメリットもある。しかし、その結果をどのように示すか

難しい。 

→ 専門学校が使命感を持って努力していることを社会に示すために、実施し

ている取り組みの結果と社会の評価をつなげなければならない。そのため

にエビデンスを示す必要があり、他の学校と共有して質の高い学校を目指

すことを目的として JAMCA の委託事業に参加している。それらをもっと全

体で共有する必要がある。 
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卒業生調査を実施して満足度を調査したり、企業へ入社した卒業生が優秀

であることを求人票で示すことではなく、できればそれを企業が明確に外

部へ発信してもらうこと、それらがエビデンスになる。 

 

2．ヒアリング調査 2 日産京都自動車大学校(複数校共通カリキュラム運営の取り組み) 

➀ 実施要領 

1）日時 平成 29 年 10 月 24 日（火）午後 1時 00 分～午後 3時 30 

2）場所 専門学校日産京都自動車大学校（京都府久世郡久御山町林八幡講 27-6） 

3）メンバー： 第三者評価・内部質保証等検討委員会 

専門学校東京工科自動車大学校校長 佐藤康夫  

専門学校北九州自動車大学校副校長 清末裕貴  

専門学校 YIC 京都工科大学校担当課長 野上悟  

内部質保証等実態調査委員会委員 

専門学校関東工業自動車大学校事務局マネージャー 合津正彦 

専門学校トヨタ東京自動車大学校教育部主査 藤川龍彦  

第三者評価・内部質保証等研修委員会委員 

専門学校静岡工科自動車大学校常務理事 平井一史  

実態調査受審校 

専門学校日産自動車大学校学長 今西朗夫  

専門学校日産京都自動車大学校学校長 川上宏美  

専門学校日産京都自動車大学校 教育部 部長代理 中村光之  

専門学校日産京都自動車大学校 教育部 課長 吉澤英行  

4）内部質保証の取り組みについての説明 

教育活動の中の教育方法、評価等の内部質保証について、専門学校日産京

都自動車大学校 今西学長、川上学校長、中村教育部部長代理、吉澤教育部課

長による説明が行われた（説明資料参照）。 

 

② ヒアリング内容のまとめ 

1）目的又は方針(学内でコンセンサスを取っているもの)について  

全国 5校の「学科」「実習」「人間性・社会性」各教育の共通方針が存在し、

共有されている。全国にある 5校が連携し、日産・自動車大学校は、同じ理

念と教育方針を掲げて、社会に貢献する人財育成に取り組んでいる。 
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〈理念〉 

つねに時代をリードする人間力・技術力を兼ね備えた自動車エンジニアを

育成し、自動車業界及び社会の発展に貢献する。 

〈教育方針〉 

・幅広い自動車技術とプロを目指すための実践力を習得させる。 

・お客さまに感謝されることを喜びとするマインドとコミュニケーション

力を育成する。 

・社会人として愛され信頼される豊かな人間性と、たゆまぬ向上心を育む。 

・それらを「クルマの持つ魅力・可能性・人との係わり」の学びを通して

実現する。 

また、学科科目と実習科目それぞれに目標とする知識と技術の習得レベル

を明確にし、さらに人間性教育も含めてカリキュラム開発や指導にあたって

いる。 

〈学科（方針）〉 

・国家 1 級、2 級、及び日産整備士 2 級、3 級レベルの知識習得⇒国家資

格、日産資格の合格  

〈実習（方針）〉 

・日産販売会社での新人業務レベルの技術習得及び、国家 2級レベルの知

識の補完⇒日産 3級技術能力要件の習得と、国家試験の合格 

〈人間性・社会性（方針）〉 

・自主性（主体性）の育成⇒リーダーシップ、チームワーク、コミュニケー

ション力などを学ぶ機会としての行事実施。   

2）内部質保証システムに関わる規定(内規)について  

「学科」「実習」それぞれに共通のカリキュラム及び評価基準があり運営さ

れている。 

〈学科〉 

（学科標準カリキュラム） 

・日整連のテキストを四半期ごとに区切り、教える項目と授業時間を定め

たもの。 

（学習のポイント） 

・国家試験の出題頻度を参考に、日産校で共通して教える内容を選出し、

体系的に一覧表に整理したもの。 

（学科期末試験） 

・四半期ごとに期末試験を実施。整備科（2級課程）合格点は 60％。工学

科（1 級課程）は 70％。不合格者は再試を受験。再試不合格の場合は、
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補習を行った上、判定試験を受験。 

（日産校統一試験） 

「学科標準カリキュラム」「学習のポイント」に従って教えた内容の理解

度を測るために、日産 5校共通で半期ごとに行う試験。 

〈実習〉 

（実習標準プログラム） 

・日産 3級整備士として求められる技術項目を基本に置き、合わせて国家

2 級資格取得に必要な知識の理解を補完する日産校共通のプログラム。

学生が学びやすいように項目を体系的に一覧表に整理したもの。実習授

業は「実習標準プログラム」に沿って、四半期に 4教科を実施する。 

（実習期末試験） 

・四半期に 4 回の実習試験を実施。（約 10 日で 1 回の試験）整備科（2 級

課程）合格基準は 60％。工学科（1級課程）は 70％。不合格者は再試を

受験。再試不合格の場合は、補習を行った上、判定試験を受験する。 

（技術能力要件） 

・日産 3級整備士取得に当たり、実務として習得しておかなければならな

い技術内容。 

法定点検や外部診断機（コンサルト）取り扱いなど 17 項目。 

3）実施体制及び責任体制のしくみについて  

5 校全体の中に教育企画部を設け、そこを主軸として各項の横断会議にて

調整され運営を実施しており、各校の中にそれを受け止め教育を実施する体

制を構築している。 

①  教育企画部 

・日産 5校の「学科標準カリキュラム」などの最終とりまとめ。日産校統

一試験問題の作成、集計。（横浜校内） 

②  教育横断会議 

・各校の教育責任者（部・課長）が参加。整備科横断会議より提案された

「学科標準カリキュラム」などについて審議をし、決済する。 

③  整備科横断会議 

・教育企画部担当者と各校の担当統括の間で「学科標準カリキュラム」な

どの内容修正、変更について検討する。 

④  各校担当統括 

・日産校の「学科標準カリキュラム」などを自校の中で展開し、調整を図

る。大きな問題が生じた場合は、5 校の整備科横断会議にて修正提案を

出し、審議を依頼する。 

 

 



137 
 

4）成果(学習成果等)の把握の仕方について  

履修試験の他に、5校統一試験を実施。結果を学校別、問題別に分析し、

各校及び全体の成果と課題の把握につなげている。 

・学科期末試験で、学生の理解度を確認する。低正答率問題を洗い出し、授

業改善と「学習シート」の見直しにつなげる。 

・統一試験では、日産 5 校間で同じ問題を実施することで、5 校間で学生の

理解度を比較し、理解度が高い学校をベンチマークし、授業や教材の改善

につなげる。 

5）定期的な見直しの仕方について  

データによる要因分析、授業内容、教員スキル等の課題を見つけ、教育改

善、教員研修へつなげている。 

各校の「担当統括」と「教科リーダー」が授業運営の計画や進捗管理の中

心となり、成果や課題等を基に次の改善に向かう重要な役割を担っている。 

・担当統括 

「学科標準カリキュラム」「学習のポイント」など日産 5校での共通内

容を自校中で展開して、調整を図る。大きな問題が生じた場合は、5校の

整備科横断会議にて修正提案を出して、審議を依頼する。 

・教科リーダー 

担当統括と共に教科の年間授業計画を作成し教員へ展開する。授業進

捗の把握、授業内容、教材のメンテナンスを行う。調整、修正が必要な

場合は、担当統括と相談し対応する。 

6）自動車産業界や行政等のステークホルダーに関わる成果について  

学生の就職先企業の期待値として自動車整備士資格の取得があるが、これ

については毎年高い合格率実績を挙げており達成していると判断できる。 

その他、即戦力としての知識・技術の企業側の評価については、就職先の

販社へアンケートを実施しており積極的に出口の意見を教育に反映しようと

する姿勢がうかがえる。 

系列販社との結びつきが強い中、2010 年よりアンケート調査を開始以降、

現在まで教育企画部で意見がまとめられ適切に対応されてきている。新入社

員を対象とし、入社半年後に、入社時の評価を企業に答えていただくアンケ

ート内容で、特にフリーコメント欄が参考になり、要望に応じた授業内容の

検討や指導内容に反映するための検討が行われている。 

この就職先へのアンケート結果は、学校関係者評価委員会や教育課程編成

委員会において意見交換の材料としているが、あくまで、日産校の教育内容

の改善と販売会社との意見交換のベース資料と考えているため、、自己点検評

価報告書に記載し外部には公表することはしていない。 
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7）その他 

就職先企業がほぼ同じメーカー系列の会社であることから、学生自身の目

標はもちろんのこと企業の求める卒業生スキル・人材像が明確になっている。 

その教育内容や成果をよりレベルの高いものとするため、本校単独ではな

く相互に連携した組織で教育の質向上に取り組んでいる事例の確認ができた。

すなわち、各校における授業改善の PDCA と 5 校規模での大きなサイクルの

PDCA が存在し、ダブルで質の保証を確保していることが大きな特徴である。

また、自動車整備士は自動車技術の進歩が著しく、その技術・知識の習得は

入社後も継続して求められてくる。企業も社内資格・社内教育制度を設け社

員のスキルアップに取り組んでいる。 

その一つである日産 3級整備士資格の受験要件となる 17 項目を「実習標準

プログラム」に織り込み、実習授業にて習得し実習試験により評価するなど、

社会からの人材ニーズを意識し社会との接続をより効果的にするための工夫

がされていると言える。    

これらの特徴的な取り組みや成果については、学校としてだけではなく、

専門学校全体としても大きなアピールになるので、今後外部への公表を検討

してほしい。 
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③ 説明資料 
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APPENDIX  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



149 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



150 
 

④ 質疑応答内容 

・学生アンケートを実施しているのか。 

→ 学科は四半期末に実施。実習は四半期内で 4つの実習を 4クラスでローテー

ションしながら実施してゆくが、どの実習もアンケートは二クラス目で行

い、それ以降のクラスで改善を図る。 

・アンケート結果と試験結果の分析は行っているか 

→ 学校として分析は行っていないが、アンケート目的が教員の授業改善であ

るため、教員によってはアンケート結果と試験結果の付き合わせを行って

いる。 

・就職先へのアンケート項目は、どこで検討したのか 

→ 2010 年頃に販売会社から意見を聞き、草案を作る。その後、販売会社と各

校でやり取りを行いながら今の形になってきた。毎年、質問項目について

は、各校からの要望があるため、教育企画部で調整をしている。 

アンケートの中では、フリーコメント欄が参考になり、それにより、要望

に応じた授業を取り入れることができる。 

・就職先へのアンケートの評価対象は実習した年の新入社員限定なのか 

→ 新入社員が対象。入社半年後に、「入社時はどうでしたか？」という内容

のアンケート。 

・就職先へのアンケート結果は学校関係者評価委員会や教育課程編成委員会、自己

点検評価報告書などで外部に公表しているのか 

→ 意見交換はしているが、外部には公表していない。 

・公表していない理由は？ 

→ 販売会社へは公表している。あくまで、日産校の教育内容の改善と販売会

社との意見交換のベース資料と考えているため、販売会社以外への公表に

ついては考えていなかった。 

→ 学校での取り組みや、検討／改善策などは外部へのアピールになるので、

今後外部への公表は検討したい。 

・カリキュラムの実施体制と責任体制の仕組みの中で期末試験／統一試験があるが、

学生の履修評価はどこでつけるのか 

→ 期末試験で評価する。統一試験は、成績に関係なく学生の実力を知るため

の位置付け。試験範囲が広いため学生の真の実力を図ることができる。 

・日産 3級の資格を 100％取得しているが、卒業要件に入っているのか 

→ 卒業要件ではない。以前は、学科試験は全員受験であったが、現在は日産

販売会社内定者及び上級課程進学者が受験している。 
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受験しない学生には、この日産資格のための補修期間を国家資格対象に充

てている日産校もある。 

実技試験に関しては就職先に係わらず、日産資格同等の実技を習得させる

ために全員受験としている。 

・1級自動車工学科の会議もあるのか 

→ ある。国家試験の合格率を上げるために、試験対策や問題分析を行ってい

る。 

・外部に対しての質保証の取り組みの資料は、以前からあったのか 

→ 2007 年から取り組が始まり、10 年で現在の形になった。今回の資料は過

去の資料を見直して、改めて作成したもの。初心に返って整理することが

できたので、良い機会になった。趣旨や考え方をきちんとした形で紙面に

残すことができた。 

・各学校内でのカリキュラムの実施、評価、補習などのルーティンがあり、さらに

5校の中で評価する大きなルーティンもあるということか。 

→ 授業改善を継続的に行うという発想から、短サイクル PDCA（各校内）と大

きなサイクルの PDCA（5 校内）を回すようにしている。 

・日産統一試験が、○☓形式の問題作りをしている理由は何か。また、統一試験の

効果は何か。 

→ 国家試験は 4択問題であり〇×問題ではないが、4択問題では学生が正解

項目だけを覚え、不正解項目を切り捨ててしまうので、1つ 1つの項目を

考えさせるためにあえて○×問題にしている。 

統一試験を実施することによって、学生が理解不足の内容を把握できる。 

通常のエンジン分野、シャシ分野、電装分野を試験範囲とした統一試験以

外にも、工学分野のみを試験範囲とした統一試験を実施している。その結

果を踏まえて補習を行い、1年生の間に計算問題を克服し、2年生ではエ

ンジン、シャシ、電装、各分野の国家試験対策が十分できるようにしてい

る。 

→ 教えた先生が試験問題を作成すると、問題の傾向が偏り、難易度に濃淡が

出てしまうことがあり、学生の理解度が判断できない。統一試験は教育企

画部で作成するため、学生の理解度をより客観的に判断できる。 

教育企画部で作成した統一試験は、授業担当の先生も問題を知らない。期末

試験では、勉強のツールとして学習プリントを配るため、学生はそれのみを

学習する傾向がある。それに対して統一試験は勉強のツールがないため、真

の理解がないと問題は解けない。 

・期末試験と統一試験の結果に得点の開きがあるのは仕方ないと思うが、学習分野

での得点の開きはあるのか 
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→ 学習分野で得点の開きがある場合もある。ある学習分野で低い結果が出た

場合は、教科担当が結果を分析して対策を検討する。 

・2007 年以前はどのような状況だったのか 

→ 2007 年に横浜に教育企画部が立ち上がる以前は、各校が独立してやってい

た。教育の内容や教材も違っており、各校のコミュニケーションがとれて

いなかった。 

教育内容を統一して、教育全体の改善を図ろうとの方針があり、5校のノ

ウハウを集結してカリキュラム、授業内容を精査した。 

→ 立ち上げ当初は、バラバラだったものを統一するため現場の先生が疲弊し

てしまった経緯がある。現在の標準カリキュラムは、あまり統一の規則で

縛らないようにし、教育現場からもフィードバックできるようになってい

る。先生の体制、実習場の大きさ、実習車両数、教材数などの違いがあり、

カリキュラムにある程度柔軟性を持たせた方が良い面が出ている。 

・今の体制のメリット、デメリットは何か、この体制は長い期間で完成したものか 

→ 統一化、標準化が不自由、窮屈と思う学校がある反面、やりやすいと考え

ている学校もある。統一する内容は 5 校で意見を揃えるのは難しいので、

各校意見を聴きながら教育企画部が中心となって、最終的に教育横断会議

で決定する。体制は 2007 年より、いくつかの変更を経て現在の形になっ

ている。 

・日産の販売会社は日産校の取り組み、授業内容を理解しているのか 

→ 同じ教育を実施していることは伝えてあるので、理解している。 

・日産の新入社員の教育期間は短いと聴いているが、日産校の教育システムの影響

があるのか 

→ あるかもしれない。日産校の教育内容を日産販売会社では理解しているた

め、新人の技術力を信頼し、新人教育を短縮していることも考えられる。 

→ 5 校の標準化の前に各校で取り組んできた実習が、標準化により削除され

たものもある。常に現状把握をし何がベストかを思案しつつ、各校の先生

の実力を高めながら全体が強くなってゆくことが重要と考えている。 

・期末試験は各学校が作成し、統一試験は教育企画部が作成しているとのことであ

るが、各期末試験を 5校で統一する構想はあるのか 

→ 四半期ごとの学科期末試験を 4回の統一試験として行うことを昨年検討し

たが実施には至っていない。低位の学生も期末試験では合格して自信をつ

けることができるが、統一試験では不合格となり、学生が自信をなくして

しまうという心配がある。また、教員の授業効果として学生理解度の把握

をしたく、教えている教員自身が問題を作りたいという要望もある。更に

教員の試験問題を作成するスキルの向上も図りたい。統一試験が多いと、
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フォローする教員工数も多くなる。期末試験の統一化については、今後、

更なる情報交換と検討が必要と考えている。 

 

3．ヒアリング調査 3 東京工科自動車大学校(授業評価と履修管理の取り組み) 

➀ 実施要領 

1）日時 平成 29 年 11 月 8 日（水）午後 1時 00 分～午後 3時 30 

2）場所 専門学校東京工科自動車大学校（東京都中野区中野 6-21-16） 

3）メンバー： 第三者評価・内部質保証等検討委員会委員 

専門学校日産横浜自動車大学校 今西朗夫 学長 

専門学校広島自動車大学校 古澤宰治 校長 

専門学校岡山自動車大学校 原田公徳 校長 

（専門学校東京工科自動車大学校 佐藤康夫 校長） 

内部質保証等実態調査委員会委員 

専門学校群馬自動車大学校 吉田宏 副校長 

熊本工業専門学校 遠藤禮一郎 副学長 

第三者評価・内部質保証等研修委員会委員 

（専門学校東京工科自動車大学校世田谷校 小林完 校長） 

実態調査受審校 

専門学校東京工科自動車大学校 佐藤康夫 校長 

専門学校東京工科自動車大学校世田谷校 小林完 校長 

JAMCA 事務局 

 大西純一 事務局長 

 

4）内部質保証の取り組みについての説明 

教育活動の中の教育方法、評価等の内部質保証について、専門学校東京工

科自動車大学校 佐藤校長、世田谷校 小林校長による説明が行われた（説明

資料参照）。 

② ヒアリング内容のまとめ 

1）目的又は方針(学内でコンセンサスを取っているもの)について  

「建学の精神」「koyamaway」等の教職員の共通認識により授業運営の質向

上を目標としている。 

● 建学の精神  

「技術者を目指す全ての人の夢を受け止め、高い技術力と豊かな人間性

を備えたプロフェッショナルを育成し、社会に貢献する」 
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● THE  KOYAMAWAY 

－学生・保護者の皆様とともに  

私たちは、全ての学生の「学びたい」という気持ちに真摯に応えるこ

とを誓います。  

－企業の皆様とともに  

私たちは、技術力と人間力に優れた学生を企業社会に送り出すことを

誓います。  

－社会とともに  

私たちは、社会のルールを遵守し、社会から信頼される教育機関とな

ることを誓います。  

－教職員とともに  

私たちは、学生の模範となるべく、自らの専門分野の研鑽と教育の研

究に努めることを誓います。 

教育改革（履修改革）は、我が国の職業教育を担う専門学校にとって教育

の質保証に関する重要なテーマであるとして学園独自の取り組みとして平成

12 年よりスタートしているもの。 

基本的な考え方としては、卒業生の社会への接続と企業・社会への貢献に

応えられる教育とその成果を達成するため、限りある在学期間のカリキュラ

ムや一つ一つの授業を質の高いものとしてゆくというものである。 

また、個々の授業の教育成果は、単純に履修判定試験の合格、進級や卒業、

就職等の指標で一元的に量れるものでは無く、アウトプットの成否を決める

要素、言い換えれば教育品質のバラツキに影響を与えるプロセスを管理する

必要がある。そのためには、評価の客観性を確保し改善目標を立て易くする

定量評価のシステムと評価の可視化が必要である。そして、この取り組みが

継続的に実施されることであるとしている。その考え方の共有と活動を通し

て、第三者からの指導ではなく、教員自らが授業を自発的に改善する文化が

醸成されてきている。 

2）内部質保証システムに関わる規定(内規)について  

授業の「目標と評価」を最重要課題とし、教育目標の明確化及びそれに基

づく授業内容や運営の仕方を明確にするとともに、学生の理解度確認等の進

捗管理について詳細に整理され、コマシラバス作成とコマごとの履修管理等

のシステムとして構築されている。 

＜コマシラバス＞ 1 時限（コマ）ごとのアウトカムズを記載 

「コマシラバス」は、授業（時限＝コマ）ごとの学習テーマや内容、

重要項目、到達度（できる目標＝アウトカムズ）が記載され、教員と学

生との間で授業の目的を共有化することが可能となっている。 
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学生はどのタイミングでどのような勉強をするのか、どのような準備

が必要か、他の科目との関連はどうなのかといったことを自発的に考え

るようになる。 

＜今日の授業シート＞ その時限（コマ）の目標値を示す 

コマごとの授業のタイトルや教科書のページがわかっていても、学生

はどこが重要なポイントか、どこまで理解が必要なのかが曖昧なまま進

行すると授業成果だけではなく達成感も得られない。 

全てのコマごとに授業の“お品書き”である「今日の授業」を作成し、

毎授業開始前に学生全員に配付し教員と共有している。 

記載内容は、授業内でのキーポイントが授業の流れに沿って 10 項目

掲げられ、同時に参照資料も明示するルールで、学生はこの授業シート

をナビゲーターとして授業中はもちろん、復習や試験勉強の際にも活用

することによって効率的に学習することが可能となっている。 

＜授業カルテ＞「今日の授業」の項目ごとの理解度確認 

学生の「今日の授業」内容の理解度を評価する「授業カルテ」システ

ムは、形式的には小テストであるが、このカルテの点数は学生の成績に

は一切反映されない。学生が自分の到達度や躓き個所を確認し、教員は

自らの授業の成否や個別学生の進捗を確認、また次回の授業や次年度の

同一科目の授業計画に役立てるものとなっている。 

これらの授業ツールの作成や運用、そして結果の入力等についてルー

ルが定められ、これが教員の日々の授業においてルーティン化され機能

している。 

3）実施体制及び責任体制のしくみについて  

学園(四校)全体の取り組みであり、一般の教職員から校長まで授業の進捗

やその成果について一元管理できるようシステム化され、各数値結果がデー

タベース化されている。履修に関する責任体制についてはそれぞれ下記の役

割を担っている。 

・校長 

校長は、教務と学務を統括し、学校設置基準、学則等を順守し、学校

を代表する立場として、各期の各科授業運営全般について責任を持ち、

履修結果については、校ごとにその結果をまとめ履修判定校長会で報告

し、その承認を基に成績公示をする。  

・副校長 

副校長は、カリキュラム、シラバス等の改善改革に努め、それを定め

実行する。また、教材等を点検、判定試験問題等を認可・承認し教務全
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般を運営管理する。また、履修システムデータ等から毎年各科の課題を

発見し、その改善を指示、指導する。  

・科長 

科長は、シート、 カルテ、教科書、サブテキストを点検するととも

に教員・非常勤講師等を指導して下授業運営を実施する。個別の学生の

進捗管理、補習の推進を行い、教務上の改善課題を実行する。  

・教員 

教員は、当該科の授業における出席管理・履修管理データ入力を行い、

学生の履修に向けての授業運営を行う。また、科長の指導に則り、シラ

バス・コマシラバス・授業シート・授業カルテ・テキスト又はサブテキ

スト等、授業に必要な資料を作成する。 

4）成果(学習成果等)の把握の仕方について  

コマごとの学生の理解度測定とその対応については、個々の授業カルテに

よる躓き発見とその早期フォロー実施、授業評価システムが基本となる。 

履修判定試験までの授業の進捗状況、個別の学生の理解度は、担当する教

員に委ねることが一般的だが、それは授業の密室化を招き、学校としての質

保証が機能しているとは言えない。また、学生個々の躓きが放置されると判

定試験後の不合格者に対する追試験、再試験が定常化し、履修の形骸化を招

く。それらを防ぐため、独自の指標で授業の成否や問題点を数値化すること

を試みた。 

＜AG 評価の開発＞ 

1 時限ごとにある問題を表面化するために考えられたのが、学生の出

席率、授業終了直後に実施する「授業カルテ」などを代用特性として使

用する<AG 評価>システムである。 

この<AG 評価>は、欠席率やカルテ不合格者数、カルテ点数、その平均

点、得点の乖離率、教員自らのアンケートなど 11 の評価基準によって

算定される定量的な評価システムであり、全ての授業で算出されるため、

クラスごとや教員ごとの傾向が分析可能である。 

この評価指標は判定試験に至るまでの途中の段階で、カリキュラム問題、

教材問題、授業の指導方法の問題等、どこに課題があるかを探すきっかけ

となるものである。また、履修判定試験結果との比較において長期的な観

点からの課題の発見にもつながる。 

5）定期的な見直しの仕方について  

学期制については、5期制を実施している。これは、学生の授業での躓き

をいち早く察知しながらフォローしてゆく方法を採るためロングスパンの教
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科ではなく、低い階段を確実に少しずつ登り詰めて確実に知識、技術を高め

てゆく発想から行っている。 

＜履修判定校長会＞ 

校長会は学園の運営における最高決議機関会議であるが、同メンバー

で別途「履修判定校長会」を実施している。期ごとの履修判定試験結果

から、我々の教育運営がうまく機能しているか、学生のせいにしていな

いかを数値的データを基に検証し、授業内容、教材、教員スキル等の課

題を見つけ、教育改善につなげている。この会議の決定を以って期ごと

の履修判定試験結果の公示に至る。 

＜授業アンケート＞ 

<AG 評価>は、簡便かつ定量的に評価することが出来るが、その仕組み

上、学生が日々の学校生活や授業運営について抱いている不満を直接的

に表現することは出来ない。これを補完するチェック機能として、本校

では 10 年前から年 2回の<授業アンケート>を実施している。 

アンケートの本編部分は四者択一方式で、計20問で構成されており、

自由記述欄も設けられている。アンケートの設問内容は授業運営に主眼

を置き、以下の 4つのカテゴリーに大別される。 

・授業環境（出欠管理、授業時間、教場・教材準備など） 

カテゴリー①設問 1～6 

・授業内容（授業の方法、試験の管理など 

カテゴリー②設問 7～14 

・授業指導（教員の専門性、実習管理、授業内指導など） 

カテゴリー③設問 15～19 

・全体の満足度 

カテゴリー④問 20 

 

6）自動車産業界や行政等のステークホルダーに関わる成果について  

社会のニーズに合った人材目標を達成するためにカリキュラム改善は必須

の課題として学園の後援会企業の方を委員に加えた「専門部会」を平成 19 年

より運営している。 

「専門部会」により、卒業生の動向調査や学生ヒアリング、授業見学、課

題講評などを通して、カリキュラムや授業内容、演習課題、教材開発などに

ついて意見を頂戴している。 

なお、この「専門部会」は、現在職業実践専門課程の「教育課程編成委員

会」として再編成し、現在は新技術等を中心に企業の協力を得ながら新たな

教育を試みるなどの活動が加わり産学連携が進んでいる。また、自己点検評
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価の実施により年度ごとの履修管理結果について評価報告を行い、学校関係

者の評価の中にも項目として反映している。これらは、卒業生の就職に直結

する自動車業界の外部からの信頼を得るために役立っている。 

 

7）その他  

教育の質保証とそれに伴う社会からの信頼を得るため、特徴的な取り組み

を実施しているが、その成果に対する社会的な評価については、まだ数値化

される調査を実施しているとは言えない。 

3 年前から実施している卒業生調査の項目の中には、本校の履修によって

得られた成果や社会で活躍する上での優位性についての質問がありこれによ

ると、カリキュラム内容や指導上の熱意等について高い評価を得ているが、

評価システムの存在そのものを理由とするものではない。 

授業の成果を向上させ、質を高めてゆく取り組みは当たり前のものであり、

その取り組みの中でより効果的に得られた知識や技術が個々の学生の自信と

なりさらに向上心が育まれる結果となるものと考えられる。資格取得や就職

の実績等については、目標に向けた到達度の結果如何によって差が出るもの

であり、この部分を外部から客観的に第三者評価されるレベルに押し上げ、

公表することが課題と捉えている。 
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③ 説明資料 
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④ 質疑応答内容 

・シラバス、コマシラバス、授業シートのアップデートはどのように行うのか 

→ 試験問題は、コマシラバス内容に基づいて作られている。変更、修正等に

ついては副校長レベルのカリキュラムリーダーが管理し行う。教材、問題

の変化によって科長レベルが作業に加わるが、担当者が勝手に変更するこ

とはない。シート・カルテは、授業担当が必要に応じて変更する。教科書

の改訂によって、その都度変更もある。大きな改訂については、日数（工

数）がかかるので、3校で分担しながら変更する（共通しているところが

多いため）。 

・共通科目の担当は固定されているのか、セクションごとに分かれているのか 

→ 20 年位前は、エンジン、シャシなどで先生の専門グループができていたが、

今はそのようなグループ分けはない。1学年、2学年など、年度ごとに担

当している。科目が多いため、全ての先生が担当できることを目指してい

る。 

・学年は変わるのか 

→ 教員の担当は、年度ごとに変わることがある。 

・教員の仕事量は増えたか 

→ コマシラバス作成や科目の見直し、カルテ・シートの作成等、改革スター

ト時は一時的に増えたが 3校で協力し対応した。 

・AG 評価は 5期か、1期ごとか 

→ もっとタイムリーなものであり、年間、期ごとの集計結果が出る。システ

ムができあがるまでに 5年かかった。システムのアルゴリズムは、自校の

考え。システム室でデータを一元管理して皆が見えるようにした。先生は、

出席とカルテの情報のみを毎回入力する。あらゆる指標がデータ化され、

結果を見ることができる。 

・科長から校長への情報の報告（共有）は 

→ 報告が無くても各先生が学内ランで見ることができる。履修判定試験で良

好な結果が出ることを目的とし日々の授業で取り組み、試験前の事前の課

題の発見や、履修結果が悪かった時の問題を分析して、それを掘り下げる

ためのデータとして使用する。それらを最終的に履修判定校長会でチェッ

クする。 

 

 

 

 



177 
 

・各コマで理解度を把握した上で、科目の欠席やレベルに達していない学生へのア

フターフォローはどのように行うのか 

→ 授業以外（放課後）に先生（科目担当）がカルテ不合格者や欠席した学生

をフォローする。学生が理解したところで終了とし、データベースにチェッ

クすることより履歴として「課題残」となっているところを「消化」して

いく。 

・実感として、退学率の減少などの効果はあったか 

→ 退学率そのものは大きく変わっていない。要因としては、経済的理由、病

気（精神的なものも含む）、学校がおもしろくない（学校側の教育に起因

する場合）などがある。それら要因のうち、学校側の教務的課題を要因と

する比率が減っている実感はある。 

・コマシラバスなどは、学科と実習は違うものを使用しているのか 

→ 書式は一緒だが、内容は異なる。実習は連続性が必要なため、2コマ連続

でカルテを 1回としている。 

・90 分の学科は、学生が続くか 

→ 学生は、授業で先生が教えること、どこまで理解すればいいのか、学習の

ポイントなどがわからない。それらをなくすために、今日の授業シートが

始まった。スタート時のシート配付と説明、終了時のカルテ実施により実

際の授業は 70～75 分位になる。 

・AG 評価の良かった場合のマイナスポイントは何を想定しているのか 

→ 成績が良すぎた場合は問題が安易すぎたと考え、ポイントとしては低下す

るしくみ。上位・下位の点数乖離も要素に含めている。A評価は困難で、

良い場合のマイナスはない。 

・授業カルテは回収するのか 

→カルテ成績を確認したのち、学生が持って帰り復習の材料にする。  

・次年度下級生に参考にされることはないのか 

→試験問題にはカルテ問題をそのまま使わないルールとなっている。 

・履修試験までに 3％以下に残課題を押さえ込めていなければどうなるのか 

→ 理解不足が放置されることになり、試験で合格しても課題を残す学生が多

くなる。 

・コマシラバスと授業シートはいつ配付するのか 

→ コマシラバスは科目授業開始の最初に配付する。学生は、カルテは見られ

ないが、コマシラバスと授業のシートは見られるようになっている。コン
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ピュータを活用するために学生全員がノートパソコンを持ち、授業の展開

も行っている。 

・先生方はシステムの運用にどれ位の時間をかけるのか 

→ ベースを作る期間で、4、5年要した。現在はある程度のベースがあるので、

今は総合的に当たり前のルーティンになっている。ただし、教科書が変わ

るなどカリキュラムを変更する場合には改訂に時間を要することになる。 

・1級も同じシステムか 

→ 同じである。 

・国家試験に向けての対策は 

→ 別の扱いで、対策授業を行っている。2級課程であれば 2年生 5期が対策

期間とし、4期まではこのスタイルで行っている。 

・1年の初めから積み上げて、対策もしやすいか 

→ 対策しやすい部分もあるが、忘れている部分もある。学力が伸びる学生は

伸びる。忘れていても思い出す材料となる。 

・授業中の学生の態度（居眠り、私語）は、どのように洗い出すのか 

→ 居眠りなどは数値化できないため、していない。先生の自己評価は、授業

シート（カルテ）の配付、説明、時間厳守したかなどの項目である。 

・AG 評価が終わって「A」判定が続いたときは、その科目の合格率は高いか 

→ その傾向が結果に表れている。理解度が高い学生が多いということになる。 

・授業カルテは、先生が作成するのか 

→ 元々データがあるが、先生が修正しても構わない。 

・一つの教科は同じ先生が教えるのか 

→ 同じ先生が教え、時限ごとに変わることはない。 

・先生方は時間内に合わせられるのか 

→ 実習作業等は予期せぬこともありうるので、難しい場合がある。合わせら

れなかった場合は、カルテのみ次の時間に持ち越すことなどある。基本的

には時間内に終わらせる。 

・最初に授業シートを配付して最後にカルテを行えば、先生は、その他の 70 分内

は自由に授業を行うのか 

→ 授業は先生が自由に行う。先生ごとにオリジナル資料を用意したりするな

ど、独自性を持っている。 

・即戦力としての変化はあったか 

→ 就職先で使えない、基本を知らない、ということが少なくなってきた。 
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教育課程編成委員会でも、コマシラバス内容について議論する場合もあり、

企業の要請で内容を見直すケースもある。 
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第 7 章 今年度事業まとめ 

1．今年度事業結果 

2．事業内容から得た今後の課題 
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第 7 章 今年度事業のまとめ 

 

1．今年度事業結果 

 

事業結果は平成29年度に実施された職業実践専門課程の第三者評価フォーラムに

て報告された資料(以下パワーポイント)を以って報告とする。 
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2．事業内容から得た今後の課題 

1）「職業実践専門課程」の次の課題としての第三者評価の理解 

高等教育は社会への接続という意味で重要な段階であることから、職業に必要

な能力を習得できる環境を充実してゆくことが必要になっている。現在の高等教

育における職業教育の位置付けや課題、実践的な知識・技能を有する人材の育成

ニーズへの対応等、高等教育機関が職業教育において果たす役割への期待は高い。 

それを背景に、文部科学省を中心として高等教育における職業教育を充実させ

るための方策が検討され、その一つとして、職業実践的な教育のための「新たな

枠組み」を整備することが決められた。 

専門学校においては、その趣旨を専門課程に活かしてゆく先導的試行として、

企業等との密接な連携により最新の実務の知識等を身につけられるよう教育課

程を編成し、より実践的な職業教育の質の確保に組織的に取り組む専門課程を文

部科学大臣が「職業実践専門課程」として認定し、奨励することとされた。 

スタートより 4 年目となる平成 29 年度には、初年度認定された職業実践専門

課程を含め、改めて認定要件や公開情報である様式 4の書式も改訂され、各認定

要件に関する実施状況のほか、基本情報として「定員」、「教員数」、「学期制度」、

「成績評価」、「卒業・進級条件」、「生徒指導」、「課外活動」、「就職等の状況」、「中

途退学の現状」等が公表項目として定められている。 

教育の高度化と改革を目指す質の高い専門学校の取り組みとして位置付けて

ゆく中、取り組み充実の一層の具体化に向けて、認定要件等の見直しが図られた

のである。 

このように、職業実践専門課程に対する社会の期待や高等教育機関として果た

すべき教育の質保証に対する考え方は今後さらに変化してゆくことが予想され、

学校関係者評価による外部評価も、次の段階としていずれ第三者評価となる可能

性も高い。 

一方「新たな枠組み」の趣旨で大学・短期大学のいわゆる一条校においても職

業教育の機能について議論が進められた結果、質の高い中堅人材養成を目的とし

た高等教育における職業教育の充実を図ることを目的として平成 29 年 5 月に学

校教育法の一部を改正する法律が成立し、平成 31 年 4 月 1 日より専門職大学・

専門職短期大学が制度化されることになった。 

今後は、職業教育においても専門職大学や既存の大学との競合が進み、より一

層教育内容やその成果を基にした社会的信頼が問われるようになる。 

それゆえ、専門学校は第三者評価について大学には無い特徴を活かした評価項

目や体制を築き実践してゆかなければならない段階にきている。 

委託事業を通して第三者評価に対する啓発やその体制作りを進めてきたが、し

くみの精査を進めるだけではなく、実際に第三者評価を実施する動きが何より必

要であると考える。 
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2）職業教育における質保証を担保するための「分野別評価」の確立 

大学においては第三者評価の受審が義務付けられており、大学機関別認証評価

で質保証が保たれている。この機関別評価は個別の学部研究科ではなく大学全体

として教育の改善をどのように行っているかという観点、つまり大学の運営ある

いは教育体制等が評価されるものとなっているが学士を授与する高等教育機関

として、それぞれの分野において教育研究の手法や内容が異なるため、各教育研

究分野の事情に合った質保証の在り方が検討されており、それは「分野別質保証」

と言われている。 

つまり「分野別質保証」において提供される教育課程が、「学士」の知識・能

力獲得に適切な体系性と構造をそなえているかを確認するものであると言える。 

これらの分野は、卒業生が就職する業界に直結した分野ではなく、あくまで「学

士」としての各研究分野となっている。 

これに対して専門学校における分野は、研究分野ではなく職業分野と直結して

いるのでわかりやすい。このように専門学校の「分野別評価」に関する捉え方や

評価に対する観点は大学とは異なることに注目すべきと考える。 

具体的には、専門学校を「職業分野＝就職分野」と見なすと、卒業後の企業と

の関連性が強いことから、職業教育の成果や評価を企業関係者からフィードバッ

クが得られ、卒業生の社会でのキャリアアップも把握しやすいという特徴がある。 

これは、専門学校の大きな強みであり、このように分野別評価には、就学期間

内の教育システムの質保証だけではなく、社会の評価を受け止めつつ教育改善を

行っているサイクルを取り入れているという利点があり、今後特徴ある分野別評

価として活かしてゆくことが必要と考える。 

3）自律的に教育の質を向上させる「内部質保証」の在り方 

JAMCA 会員校は、自動車整備士教育について、社会で活躍できる人材を輩出し

て社会から一定の評価を得ていること、かつ国家資格取得等国が求める教育を行

うことにより国の発展に寄与しているという自負を持っている。 

これを具体的にアピールしていきたいという考え方からその1つのステップと

して、内部質保証を今年度の事業テーマとして取り組み、JAMCA における内部質

保証システムの方針(定義付け) や内部質保証の項目（7項目）を定め、分野別評

価項目における特徴的な取り組み事例についての訪問調査(ヒヤリング)も、この

項目に沿って実施した。 

また、第三者評価の評価項目は今後の普及拡大に向け、できるだけシンプルに

するという考えで整理しているため、分野別評価の項目については、教育の質と

成果を向上させるための取り組みとして、学校の中で普段から質保証（内部質保

証）を高めるためのシステムである PDCA がどのように回っているかを例示して

いただくことで対応している。 
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このように内部質保証のシステムと実績がわかれば、細かい項目で評価する必

要はない、とする基本的な考え方でまとめている。この考え方は例えば、一種養

成施設の指定校としての国土交通省の定期監査(実地調査)は、施行規則により定

められた教育に関わる条件や成果の確認がなされていることで質保証が担保さ

れている、ということからもお分かりいただけるものと思う。 

一般に、多くの大学の内部質保証の考え方の中には大学卒業後の進路（業界）

把握や活躍のフィードバックなどは含まれていない。 

従って今後、専門学校の社会的評価を高めるためには内部質保証について大学

との差別化を図り、その優位性を明確にする必要がある。今年度は、内部質保証

の取り組みとして具体化できるものについて 3校のヒヤリングを実施した。 

今回のヒヤリング結果は、外部からの評価についてはまだ具体的に進んでいな

い(受審)校や、取り組みや成果について公表されていない(受審)校も見受けられ

た。今後さらに改善を加えていってほしい。なお、JAMCA 会員校においても教育

の質や成果を向上するための取り組みを是非とも質の保証レベルまでシステム

化し整理することを心掛けてほしいと考える。 

4）第三者評価組織の構築と自立的かつ継続的な運営 

昨年度事業により作成した「第三者評価ガイドブック」については、広く各校

の教職員に対して第三者評価の内容や必要性の理解を深めることを目的に作成

され、自動車整備専門学校として特徴ある第三者評価の考え方、評価の進め方等

についてまとめられている。 

今年度事業において、この「ガイドブック」を使用した研修会を実施したが、

第三者評価の必要性はもとより、受審側としてあらかじめ用意すべきもの、評価

者としての訪問調査の進め方、第三者評価の流れ等について説明が行われたこと

は大変意義があることと考える。 

研修会参加者の反応からも、初めて聞く第三者評価の話にもかかわらず、ある

程度受審校としての準備ができ上っているという感触が得られた。事実、参加者

アンケートで「今後第三者評価を受審したいか」という質問に対し 60%が「はい」

と答えていることから、義務化によって実施するのではなく、それ以前でも自発

的に受け入れる学校の存在も見えてきている。 

JAMCA 組織としても、アンケート結果について理事会に報告し検討していくこ

とになっているが、今後は会員校の意見も吸い上げながら、委託事業としての活

動だけではなく、受審依頼に対し独自に実行できる組織的な体制作りをしてゆか

なければならないと考える。この評価組織についての考え方としては、①機関別

評価と分野別評価を一体にした考え方のほか、②機関別評価は従来からある評価

機構で実施し分野別評価について分野ごとに評価団体を立て実施する方法、ある

いは③既存の評価機構が機関別評価を中心に分野別について各分野とコンソー

シアム(共同事業組織)を組み相互の協力で実施する方法等様々なケースが考え
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られる。 

まずは第三者評価実施の実績を重ねることに重点を置くのか、今後の組織的な

動きを考え独自の体制の準備を進めるかについては、まだ決定に至っていないが、

受審校が拡大し持続的な第三者評価を位置付けるためには、効率化（評価期間の

短縮、訪問調査の重複化の回避等）と経費の節減に配慮する必要がある。したが

って、今までの事業で提示した受審校の人的・経済的負担も少ない機関別評価・

分野別評価を一体とした JAMCA 第三者評価（4 つの評価項目で構成されピアレビ

ュー方式で相互協力）を実施する体制の検討をさらに進め、それに向けて段階的

には現在あるコンソーシアムのつながりは保ってゆきたいと考える。なお、リハ

ビリ作業療法士養成課程では、厚生労働省が関係する各高等教育機関に対し第三

者評価を受けるよう取り決めをしたという動きを受け、我々としては今後、国土

交通省とも連携し、自動車整備士教育の質保証に対する考え方を検討していきた

いと考えている。 
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第 8 章 今後に向けての考察・講評 
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第 8 章 考察・講評 

 

1．考察・講評 

人材需要の高度化、職業の多様化等が進む中、我が国の雇用の中心をなしている

のは、サービス業を中心とした中小企業であり、これに応えるための若者のキャリ

ア形成は産業界で必要となる実践的な知識や技術を学び続けてゆくことであり、こ

のことが我が国の成長・発展につながるものと考える。一方、企業においては、厳

しい経済状況を背景に正規職員以外の就業形態で働く若者が増加すると共に、新入

社員教育の短期化に見られるように企業が人材育成にかける費用を縮小している傾

向にある。その結果、企業の人材ニーズが「即戦力」という言葉で代表されるよう

に、高等教育機関の卒業生像に職業的な実践力を求める傾向が高まっている。 

また、現在の日本における高等教育への進学率は年々高くなっており、特に大学・

短大への進学率は平成 28 年度で 56.8%にもなっていることから分かるように高校生

の進路指導も大学一辺倒の傾向にあり卒業後の進路に対する情報提供の不足が若者

の将来選択に影響しているといえる。 

大学は「学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授

研究し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させること」を目的とし、学術研究の

成果を基盤とすることが本来的な目的とされている。しかし全入化が進む中、将来

の職業的な自立を意識して自らのキャリア形成を目的に進学をするのではなく、「自

分探し」という名目でモラトリアムに陥ってしまい現実から逃避する若者も少なく

ない。 

各種専門学校は、それぞれの産業から求められる要望(ニーズ)に特化した職業能

力をカリキュラム化し、実践的かつ体験的な学習のもと各業種の即戦力として活躍

できる能力を育成し実績を上げている。 

特に、我々の自動車整備専門学校は、日本の基幹産業である自動車業界において

自動車の安全・安心を守る技術的な知識技能を備えた技術者を養成しており、社会

的に必要な即戦力となり得る人材教育を行っている。今後自動運転などの自動車技

術の高度化が進むものと思われるが、人間の感性までは機器類でフォローできず、

結局は技術者による点検整備の必要性が高まることとなり、AI の進歩ではカバーで

きない人材として重要な位置付けとなってゆくものと考えている。 

「職業実践専門課程」はまだスタートしたばかりであるが、先を見据えて「先導

的試行」をさらに形の見えるものにしてゆく必要がある。自己評価の義務化も平成

18 年の学校教育法改正によりスタートしてからすでに 10 年が過ぎた。 

今後、我々専門学校の価値を広く社会に伝えてゆくために、なかんずく高校生の

進路選択にあたって専門学校における職業教育の価値と信頼が如何に高いかという

ことを認識してもらうためにも、学校自身による教育の質の点検・評価と改善に関
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する主体的な取り組み（内部質保証）を進めることが重要であり、職業実践専門課

程認定後の取り組みの最重要課題として第三者評価の導入を進めてゆくことが必要

であると考える。 

その際の第三者評価の基本的な考え方は前章で記した通りであるが、今後学修成

果をより意識し、就職先の企業等との連携、卒業生のキャリアアップ等、より実効

性のある評価システムを構築してゆくことが期待されており、大学と差別化したよ

り専門学校の特色・強みを活かしたものとしてゆかなければならない。 

 

 

2．謝辞 

今回の事業も、JAMCA 会員校において職業実践専門課程認定校に多くの協力を賜

りました。特に、内部質保証の取り組み事例として訪問調査にご協力、ご対応いた

だいた新潟国際自動車大学校、日産京都自動車大学校、東京工科自動車大学校の各

校先生をはじめとする教職員の皆様には多大なご協力を賜り感謝申し上げます。さ

らに就職企業の皆様にも貴重なご意見を頂戴し、ありがとうございました。  

このように大変多くの皆様のご理解とご協力により委託事業を実施することがで

き、この事業を通して会員校における職業実践専門課程の認定推進及び教育の質保

証に対する考え方を広めることができました。来るべき将来の第三者評価の受審に

対してもその意識が高まってきていることは明らかです。 

現在はまだ JAMCA 独自の第三者評価の体制が出来上がっているわけではなく、概

念や基礎的なシステムがまとめられたに過ぎない段階であると考えます。新たな評

価機構等の組織的な構築に向けては、まだ準備段階ですが、今後各方面のご理解ご

協力を賜りながら、会員校と結束して進めてまいりたいと思っておりますので、今

後ともご指導ご鞭撻の程よろしくお願いいたします。 
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文部科学省 平成 29 年度委託事業 

 

職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進  

平成 29 年度「Ⅲ.「職業実践専門課程」に係る取組の推進 

（ⅱ）第三者評価の研究等を通じた質保証・向上の推進」事業 

 

自動車整備専門学校における職業実践専門課程の 

第三者評価について 

 

報告書 

 

平成 30 年 3月 

 

 

全国自動車大学校・整備専門学校協会 

 

連絡先： 〒160-0015 東京都新宿区大京町 31 番地 ヴィップ新宿御苑 1101 号 

Tel:03-3356-7066 Fax:03-3356-7370 

 

＊本書の内容を無断で転記、掲載することは禁じます。 
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